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地方自治研究機構　講習会 検索

令和 8 年度自治振興セミナー
（秋田県・静岡県・島根県 /（一財）地方自治研究機構　共催）
〜時代に即応した話題等を各界のエキスパートを招き解説〜

現代社会を
代表する
講師陣

オンライン配信も実施

会場
開催期日

テーマ①
講師／略歴

テーマ②
講師／略歴

テーマ③
講師／略歴

秋田県
７月31日（金）
秋田県庁第二庁舎
大会議室
〒 010-8572

秋田県秋田市
山王３丁目１番１号
TEL：018-860-1111

地方公共団体における多様な
広域連携の活用

小さく始めて大きく変わる  
～中小自治体の AI 活用のヒント～

若手職員メンタルケア 
～管理監督者が担う離職の

防止と不調への対応～

勢一　智子
（せいいち　ともこ）
（西南学院大学法学部教授）

佐藤　泰格
（さとう　ひろのり）
（都城市総合政策部　
デジタル統括課副課長）

亀田　高志
（かめだ　たかし）
（株式会社健康企業代表・医師）

＜講師略歴＞
山口県下関市出身。専門分野は行政法、環境法、地
方自治法。比較法としてドイツ法・EU 法。1998 年
に西南学院大学法学部専任講師、同助教授を経て、
2007 年より現職。第 31・32 次地方制度調査会委
員、地方分権改革有識者会議議員、国地方係争処理
委員会委員、復興庁復興推進委員会委員、地方公共
団体金融機構経営審議委員、中央環境審議会委員、
SDGs 推進円卓会議構成員などを務める。

＜講師略歴＞
2003 年入庁、窓口部門や行政改革部門を経て、企
画部門でマイナンバーカード普及促進等をきっか
けにデジタルに関与。日本 DX 大賞３連覇殿堂入
り、自治体ドックランキング全国３位等の都城市の
DX を牽引。総務省地域情報化アドバイザー等によ
り、令和７年度は延 40 自治体の支援に当たってお
り、多くの自治体支援の経験を活かしたアドバイス
を行っている。

＜講師略歴＞
1991 年産業医科大学卒。日米の大手企業産業医と
アジア地域医務担当、母校の講師を経て、2006 年
から母校設立のベンチャーの創業社長を務め、2016
年に任期満了で退任し、現職専従。若手の離職や休
職の防止と対処は 20 年近い実務経験がある。著書
は「管理職ガイド～はじめてでも分かる若手のトリ
セツ」（2022 年 10 月 10 日：労働開発研究会）等。

静岡県
10月19日（月）
静岡県コンベンション
アーツセンター／
グランシップ
会議ホール　風

〒 422-8019
静岡県静岡市駿河区

東静岡２丁目３番１号
TEL：054-203-5713

ウェルビーイングに基づく 
まちづくりの政策デザイン

多様化する官民連携手法と
まちづくりへの活用

『ツールを使う』から
『AI に任せる』自治体 DX  

〜創造的で活力ある地域社会の 
実現を目指して〜

南雲　岳彦
（なぐも　たけひこ）
（一般社団法人スマートシティ・
インスティテュート代表理事、
三菱 UFJリサーチ & コンサル
ティング 専務執行役員）

難波　悠
（なんば　ゆう）
（東洋大学大学院教授）

田邊　靖貴
（たなべ　やすたか）
（グーグル・クラウド・ジャパ
ン合同会社 
Google Workspace 事業本部 
ストラテジックインダストリー
GTMリード）

＜講師略歴＞
スマートシティの Thought Leader として政策提
言・情報発信に取り組む。MUFG 米州統括部、経
営企画部、リスク統括部、経営情報統括部等の各部
長、執行役員を歴任、2019 年に一般社団法人スマー
トシティ・インスティテュートを設立。日本のデジ
タル田園都市国家構想や多数のスマートシティプロ
ジェクトに携わる。慶応義塾大学大学院政策・メディ
ア研究科特別招聘教授およびシステムデザイン・マ
ネジメント研究科特任教授、京都大学経営管理大学
院客員教授、名古屋大学客員教授を兼任。

＜講師略歴＞
静岡県出身。東洋大学大学院経済学研究科公民連携
専攻修了。
建設系専門紙の記者を務めた後、東洋大学 PPP 研
究センターシニアスタッフに着任。非常勤講師（兼
務）、准教授を経て 2020 年より現職。内閣府民間資
金等活用事業推進委員会（PFI 推進委員会）、自治
体の委員会など公職多数。

＜講師略歴＞
外資系 IT 企業にてエンジニアやビジネス開発を
経験し現職。自治体や教育機関に対する Google 
Workspace with Gemini の市場展開を担当。プラ
イベートでは地元熊本で企業経営にも携わる。地方
自治体への生成 AI の普及を通じて、行政 DX と地
域課題の解決を目指す。

島根県
10月30日（金）

松江テルサ
テルサホール

〒 690-0003
島根県松江市
朝日町 478-18

TEL：0852-31-5550

自治体 DX と働き方の再デザイン 
〜AI時代に自治体に求められること〜

職員が辞めずに育つ自治体は
どうつくる？

障がい者の雇用促進・
活躍推進に向けて 

～共に進み、共に創造する～

菅原　直敏
（すがわら　なおとし）
（福島県磐梯町旅する副町長）

鈴木　真
（すずき　まこと）
（合同会社ローカルドア代表）

二見　武志
（ふたみ　たけし）
（株式会社アソウ・ヒューマニー
センター
事業開発本部　西日本ブロッ
ク長）

＜講師略歴＞
福島県磐梯町「旅する」副町長。ソーシャルワーカー。
日本初の自治体最高デジタル責任者として、自治体
DX を黎明期より牽引している。現在、和歌山県・
市町村総合プロデューサー及び民間企業の経営者も
務めている。保有国家資格：社会福祉士、精神保健
福祉士、介護福祉士、保育士、公認心理師。

＜講師略歴＞
2011 年川崎市役所入庁。庁内ビジョン策定や組織
改編などを経験した後に、NPO でコーチングをベー
スとした人材育成の支援を開始。2024 年に独立し、
自治体や民間企業向けに組織開発とリーダーシップ
開発を提供。科学的な知見に基づいた人づくりと組
織づくりを実践する。立教大学大学院経営学専攻
リーダーシップ開発コース在学中。

＜講師略歴＞
障がい者の就労支援や企業支援を手掛け、その後、
自治体や国の公職を歴任。
現在までに 700 名以上の障がい者に対して就職を支
援し、就職後の障がい者に対してはキャリア形成に
ついても積極的に支援してきた。
障がい者雇用についての企業向け研修事業を国内外
で現在までに 1000 社以上を対象に研修を行ってい
る。著書に、「障がい者雇用の教科書 人事が知るべ
き 5 つのステップ」など。

27106821 地方自治研究リーフレット.indd   227106821 地方自治研究リーフレット.indd   2 2026/04/24   9:09:172026/04/24   9:09:17


